




































Ⅰ．決算規模及び収支

(ａ)

(ｂ)

(ｃ)

(ｄ)

◎ 実質収支（32億9,200万円）は、平成7年度から27年連続して黒字

◎ 単年度収支（9,900万円）は、平成29年度から5年連続して黒字

◎ 歳入の決算規模の減少の主な要因は、国庫支出金の減など

歳出の決算規模の減少の主な要因は、特別定額給付金支給経費及びGIGAスクール構想推進事業

の減などによる。

Ⅱ．歳　　入
（単位：百万円）

◎

◎

◎

◎

個人市民税が主に一般株式譲渡所得分減少のため減少し、固定資産税においては、コロナ緊急経済対策

の税制改正による軽減措置などにより調定額は減少したものの、徴収猶予の特例分の期間満了による収入

国・府支出金は、国庫支出金で臨時特別給付金事業にかかる補助金などが増加する一方、特別定額給付

金給付事業費補助金などの減少により347億2,000万円減少し、 府支出金で障害者自立支援給付費負担

そ の 他 の 収 入 11,442  11,285  157  1.4% 

歳 入 合 計 233,182  259,651  △ 26,469  △ 10.2% 

繰 入 金 3,351  2,936  415  14.1% 

市 債 10,952  11,259  △ 307  △ 2.7% 

交 付 金 15,443  12,696  2,747  21.6% 

国 ・ 府 支 出 金 88,452  122,800  △ 34,348  △ 28.0% 

地 方 譲 与 税 823  805  18  2.2% 

地 方 交 付 税 25,252  20,160  5,092  25.3% 

う ち 都 市 計 画 税 ( 6,813) ( 6,901) （△ 88) （△ 1.3%)

う ち 市 た ば こ 税 ( 4,430) ( 4,134) ( 296) ( 7.2%)

う ち 法 人 市 民 税 ( 5,706) ( 5,344) ( 362) ( 6.8%)

う ち 固 定 資 産 税 ( 32,116) ( 32,182) （△ 66) （△ 0.2%)

市 税 77,467  77,710  △ 243  △ 0.3% 

う ち 個 人 市 民 税 ( 25,332) ( 26,061) （△ 729) （△ 2.8%)

実質収支 (ｃ)－(ｄ) 3,292 百万円  3,193 百万円  99 百万円  ←単年度収支

区 分 令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 増 減 額 増 減 率

形式収支 (ａ)－(ｂ) 3,547 百万円  3,576 百万円  △ 29 百万円  △ 0.8% 

翌年度へ繰越すべき財源 255 百万円  383 百万円  △ 128 百万円  △ 33.4% 

△ 26,469 百万円  △ 10.2% 

歳 出 総 額 229,635 百万円  256,075 百万円  △ 26,440 百万円  △ 10.3% 

令和３年度普通会計決算について

区 分 令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 増 減 額

市税収入は、令和2年度に続き2年連続の減収

増 減 率

歳 入 総 額 233,182 百万円  259,651 百万円  

があったため微減、また法人市民税は、企業業績が回復したことなどから増加

金などの増加により3億7,200万円が増加

地方交付税は、普通地方交付税の原資となる国税の増収に伴い増加

交付金は、地方消費税交付金、地方特例交付金、法人事業税交付金がそれぞれ増加



Ⅲ．歳　　出

（１）性質別歳出

◎

◎

◎

◎

◎

（２）目的別歳出

◎

◎

◎

◎

◎

◎

が減少したことにより減少

教育費は、ＧＩＧＡスクール構想推進事業関連経費(△29億1,800万円)などが減少したことにより減少

その他の経費は、チームひがしおおさか商品券事業(△26億5,700万円)などが減少したことにより減少

扶助費は、ひとり親世帯臨時特別給付金(△8億1,900万円)や生活保護費(△5億7,200万円)などが減少し

たものの、子育て世帯および住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金(128億円)などが増加したこと

により増加

人件費は、退職手当の増や会計年度任用職員の期末手当引き上げ分が通年度化したことなどにより増加

建設事業費は、大阪モノレール南伸事業(7億2,600万円)などが増加した一方、GIGAスクール構想推進事

業(△13億9,500万円)が大きく減少したことなどにより減少

積立金は、財政調整基金(20億4,800万円)や公共施設整備基金(12億4,100万円)などへの積立が増加した

万円)などが減少したものの、子育て世帯および住民税非課税世帯に対する臨時特別給付金(133億9,500

万円)などが増加したことにより増加

衛生費は、新型コロナウイルスワクチン接種事業(43億4,800万円)や感染症対策事業(14億1,000万円)など

が増加したことにより増加

土木費は、大阪モノレール南伸事業(7億2,600万円)などが増加した一方、街路用地取得事業(△4億5,500

万円)や下水道事業会計繰出金(△2億5,200万円)、近鉄奈良線連続立体交差事業(△2億4,800万円)など

総務費は、財政調整基金積立金(20億4,800万円)や公共施設整備基金積立金(12億4,１00万円)などが増

加したものの、特別定額給付金支給経費(△490億800万円)などが減少したことにより減少

民生費は、ひとり親世帯臨時特別給付金支給経費(△8億3,300万円)や生活保護費支給経費(△5億7,200

そ の 他 の 経 費 9,899  12,648  △ 2,749  △ 21.7% 

歳 出 合 計 229,635  256,075  △ 26,440  △ 10.3% 

教 育 費 19,019  20,894  △ 1,875  △ 9.0% 

公 債 費 19,872  20,371  △ 499  △ 2.4% 

衛 生 費 21,033  14,484  6,549  45.2% 

土 木 費 17,132  17,180  △ 48  △ 0.3% 

総 務 費 19,657  64,910  △ 45,253  △ 69.7% 

民 生 費 123,023  105,588  17,435  16.5% 

（単位：百万円）

ことにより増加

その他の経費は、特別定額給付金支給経費(△490億800万円)やチームひがしおおさか商品券事業(△26

億5,700万円)などが減少したことにより減少

区 分 令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 増 減 額 増 減 率

そ の 他 の 経 費 52,566  97,061  △ 44,495  △ 45.8% 

歳 出 合 計 229,635  256,075  △ 26,440  △ 10.3% 

建 設 事 業 費 10,497  10,670  △ 173  △ 1.6% 

積 立 金 8,134  4,121  4,013  97.4% 

義 務 的 経 費 計 137,084  123,339  13,745  11.1% 

繰 出 金 21,354  20,884  470  2.3% 

扶 助 費 88,806  75,405  13,401  17.8% 

公 債 費 19,872  20,371  △ 499  △ 2.4% 

843  3.1% 

う ち 退 職 手 当 ( 2,159) ( 1,695) ( 464) ( 27.4%)

区 分 令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 増 減 額 増 減 率

（単位：百万円）

人 件 費 28,406  27,563  



Ⅳ．その他財政分析指標等

（１）経常収支比率

25 26 27 28 29 30 元 2 3

18.4% 18.8% 18.8% 19.3% 19.5% 18.9% 19.6% 16.9% 17.6%

16.0% 16.1% 14.9% 15.0% 14.9% 16.6% 15.5% 18.1% 16.6%

9.8% 10.1% 10.5% 11.0% 11.6% 11.4% 12.0% 12.6% 11.9%

26.8% 26.4% 25.4% 26.5% 26.0% 25.6% 26.1% 25.7% 25.0%

◎

（２）地方債現在高

Ａ

Ｂ

A/B

◎ 地方債残高は、建設事業費の減少や借換債の発行抑制などにより、前年度に比べ83億6,100万円

減少した。

《参　考》 企業債を含む全会計の市債残高

Ｃ

C/B

◎ 特別会計・企業会計を含めた全会計の市債残高は、普通会計、下水道事業会計が大きく減少した

ことなどにより前年度に比べ157億6,100万円減少し、市民一人当たりでは2.7万円減少した。

市 民 一 人 当 た り 市 債 残 高 68.8    万円 71.5    万円 △ 2.7    万円

病院事業債管理特別会計 9,098 百万円 10,459 百万円 △ 1,361 百万円

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 409 百万円 546 百万円 △ 137 百万円

水 道 事 業 会 計 20,628 百万円 20,621 百万円 7 百万円

下 水 道 事 業 会 計 127,082 百万円 132,991 百万円 △ 5,909 百万円

全 会 計 の 市 債 現 在 高 331,677 百万円 347,438 百万円 △ 15,761 百万円

普 通 会 計 174,460 百万円 182,821 百万円 △ 8,361 百万円

市 民 一 人 当 た り 市 債 残 高 36.2    万円 37.6    万円 △ 1.4    万円

区 分 令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 増 減 額

そ の 他 建 設 事 業 債 等 76,266 百万円 81,604 百万円 △ 5,338 百万円

登 録 人 口 （ 12 月 末 ） 482,133      人 485,928      人 △ 3,795      人 

退 職 手 当 債 2,615 百万円 4,295 百万円 △ 1,680 百万円

公共用地先行取得事業債 1,089 百万円 963 百万円 126 百万円

減 税 補 て ん 債 632 百万円 948 百万円 △ 316 百万円

第三セクター等改革推進債 1,247 百万円 1,871 百万円 △ 624 百万円

地 方 債 （ 市 債 ） 現 在 高 174,460 百万円 182,821 百万円 △ 8,361 百万円

臨 時 財 政 対 策 債 92,611 百万円 93,140 百万円 △ 529 百万円

繰 出 金 △ 0.7% 

そ の 他 △ 0.7% 

区 分 令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 増 減 額

善の要因は地方交付税や交付金などの依存財源増加の要素が大きく、予断を許さない状況である。

22.0% △ 1.0% 

扶 助 費 0.7% 

公 債 費 △ 1.5% 

人 件 費 23.5% 23.9% 23.2% 23.3% 23.0% 22.4% 22.2% 23.0%

95.0% 94.9% 95.4% 96.3% 93.1% △ 3.2% 

区 分 対 前 年 増 減

経常収支比率 94.5% 95.3% 92.8% 95.1%

分子となる経常的な支出は増加したものの、それを上回り分母となる経常的な収入が増加したため、

経常収支比率は、3.2ポイント改善し93.1％となった。しかしながら、依然として高水準であり、また改



（３）基金積立金現在高

◎ 財政調整基金は、収支不足の補てんに30億円を取り崩した一方で、地方財政法第7条の規定などに

より40億9,600万円を積み立てることにより10億9,600万円増加した。

◎ その他特定目的基金は、公共施設整備基金への積立てなどにより32億9,600万円増加した。

（４）健全化判断比率及び資金不足比率

％

％

％ ％ ％

％

◎ 実質赤字比率、連結実質赤字比率は、いずれも実質収支が黒字であるため、それぞれ「－」となる。

◎ 実質公債費比率は、前年度から0.2ポイント増加し、6.5％となった。

◎ 将来負担比率は、充当可能財源等が将来負担額を上回るため、「－」となる。

◎ いずれの比率においても早期健全化基準を下回った。

％

％

◎ 資金不足比率は、資金余剰であるため、それぞれ「－」となる。

水 道 事 業 会 計 － － 20.0

下 水 道 事 業 会 計 － － 20.0

区 分
東大阪市公営企業会計の資金不足比率

経営健全化基準
令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度

将 来 負 担 比 率 － 350.0－

連 結 実 質 赤 字 比 率 － － 16.25

実 質 公 債 費 比 率 6.5 6.3 25.0

区 分
東 大 阪 市 の 健 全 化 判 断 比 率

早期健全化基準
令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度

実 質 赤 字 比 率 － － 11.25

そ の 他 特 定 目 的 基 金 9,944 百万円 6,648 百万円 3,296 百万円

基 金 合 計 33,053 百万円 28,106 百万円 4,947 百万円

財 政 調 整 基 金 17,749 百万円 16,653 百万円 1,096 百万円

減 債 基 金 5,360 百万円 4,805 百万円 555 百万円

区 分 令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 増 減 額


